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コンテスタブル市場仮説の検定

野　　本　　了

I　は　じ　め　に

コンテスタブル市場仮説の検定方法が精微化されていく過程と,それぞ

れの段階での検定結果について検討することが本稿の課題である.対象は

アメリカ合衆国の航空市場である.

Ⅱで検討されるBailey and Panzar (1981)は, local航空会社によって

運行されている長距離かつ乗客の少ない市場では　trunk　航空会社による

参入の脅威によってコンテスタブルな状況が実現されていることを明らか

にしている.しかしながらこの結論は非常に限定されたものであり,航空

市場一般については何も言うことは出来ない.

これに対して, Ⅲで検討するGraham, Kaplan, and Sibley (1983)は,

都市間航空市場のクロス・セクション分析から,より高い集中がより高い

運賃をもたらしていることを明らかにした.このようなことはコンテスタ

ブル市場では起こってはならないことである.なぜならば,コンテスタブ

ル市場では潜在的参入だけで,ある一定の質の航空サービスを提供する費

用水準まで運賃を引き下げるのに充分なはずだからである.よって,コン

テスタブル市場仮説に反する証拠になっている.

さらに, Ⅳで検討するBailey, Graham, and Kaplan (1985)もまた,紘

ぼ同様のモデルを用いながらはるかに大きなサンプルを使って集中度と運

賃との間に正の相関があるというコンテスタブル市場仮説に反する証拠を

提出している.

次いで, Vで検討されるCall and Keeler (1985)は,集中度と運賃に関

して先の2つの研究と整合的な結果を導くとともに,それに加えて,
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trunk航空会社の新しい航空市場-の参入が運賃に対して有意な負の効果

をもつことを明らかにし,コンテスタブル市場仮説に反する補強的証拠を

提示している.

H Bailey and Panzar (1981)の研究

彼らの研究はコンテスタブル市場仮説を検定しようとした最初のもので

ある.仮説の検定に際してIocal航空会社によって運行されている乗客の

少ない市場に焦点を合わせており,そのサンプル数は43市場である. (こ

れらの市場は85マイルから778マイルの距離にわたり,かつ,独占市場と

競争的市場の両方を含んでいる.)

回帰分析に当っては従属変数としてIocal航空会社の運賃をSIFL (the

Standard Industry Fare Level)で割ったものを用い,独立変数の選択に

おいては市場で実現される運賃水準に影響を与えると考えられる2つの要

因が考慮に入れられている.第1の要因は市場の距離であり,各市場は

100マイルの距離区間毎にグループ分けされている.第2の要因は競争的

航空会社が存在するか否かに関するものであり, 3つのダミー変数が導入

されている. (9400マイル以下の市場でtrunk航空会社との競争が存在す

ることを示すダミー変数, ②400マイルを越える市場でtrunk航空会社と

の競争が存在することを示すダミー変数, ③他のIocal航空会社あるいは

コミューター航空会社との競争が存在することを示すダミー変数,の3つ

である.

回帰分析の結果は表1に示されている.回帰結果の定数項は競争的航空

会社の存在しない700マイルを越える市場での運賃水準の推定値を示して

いる.

まずはじめに距離ダミー変数について見ていくこととする.ここでは競

争的航空会社の存在についてコントロールされているから競争的航空会社

は存在せず, local航空会社はこれらの市場において独占的地位を占めて

いる. 400マイル以下のすべての市場では運賃は定数項を上回っている.

他方, 400マイルを越える市場については　T　値は低い値を示し,また係
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表l Regression Analysis February 1980

Dependent

Variable

Mean 1.12499

S Fare December 15, 1979 Official Airline

DPFI Fare Guide Data, Local Service Carrier Fares

R2-.4320

Dummy Variables

Constant

<100

101-200

201-300

301-400

401-500

501-600

601-700

Comp. Trunk ≦ 400

Trunk> 400

Other Comp.

Standard e汀or of the estimate-. 0884
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Source: CAB's Office of Economic Analysis.

(出所) Bailey and Panzar (1981), p 142, TABLE X.

数の値も小さく,係数が0と異なるとは言えない.このことから, 400マ

イル以下の市場でのIocal航空会社の運賃は　SIFL　を有意に上回ってお

り,他方, 400マイルを越える市場での運賃についてはそのようなことは

言えないことがわかる.すなわち, local航空会社は400マイル以下の市場

では制度上認められている運賃の上方-の伸縮性を利用しているが, 400

マイルを越える市場ではこの権利を行使していないのである.

次に競争的航空会社が存在する場合の影響について見ていくこととする.

local航空会社の運賃設定行動は, 400マイル以下の市場についてはダミー

変数Trunk≦400の係数とT値を見てわかるように, trunk航空会社と

現実に競争している場合と現実の競争が存在しない場合とでは異なってい

る.すなわち, trunk　航空会社の現実の競争は400マイル以下の市場では

Iocal航空会社の運賃政策に対して実効的な抑制力を有している.他方,

400マイルを越える市場ではダミー変数Trunk>400からわかるように現
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実の参入は余計であり,潜在的競争が抑制力を発揮している.

以上のような現象が生ずるのは, CAB　の参入・退出及び運賃規制の下

でとられたサービス競争政策の結果としてつくり出された　trunk　航空会

社の航空機の構成に原因がある. local航空会社の長距離市場-は　trunk

航空会社の現有の航空機の構成からすれば,容易に適合的な機種を投入す

ることが出来る.こうした大規模な航空機群は利潤機会に対して敏速に反

応しうる潜在的参入者である. local航空会社にとってこうした参入者を

阻止する唯一の方法は参入者の機会費用,すなわち,平均的に　trunk　航

空会社が他の市場で獲得出来る運賃(この時点ではSIFLの105%)まで

運賃を切り下げることである.ゆえに,長距離Iocal航空市場における運

賃は, local航空会社がtrunk航空会社との競争に現実に直面しているか

否かにかかわりなく, trunk航空会社の運賃上限に近似的に等しくなって

いる.

これに対して,近距離Iocal航空市場に関してはtrunk航空会社は参

入に必要とされる適合的な機種を充分に保有していない.すなわち,潜在

的参入の脅威を与える大きなブールが存在しないのである.事実, local

航空会社は400マイル以下の市場で, trunk　航空会社と現実に競争してい

ない市場では　SIFL　をかなり上回る水準に運賃を引き上げている.しか

しながら,現実のtrunk航空会社との競争がtrunk航空会社の運賃上限

に運賃を引き下げる効果を有していることに注意すべきである. (約16%

引き下げている.)潜在的競争が力を発揮していない時でさえも,現実の

競争は有効な抑制力となっているのである.

以上の分析から次のような結論が導かれている. local航空会社によっ

て運行されている長距離航空市場はコンテスタビリティ理論の理想に最も

良く適合しており,独占的Iocal航空会社は長距離市場においておおよそ

競争的な運賃設定をしている.すなわち, local航空会社によって運行さ

れている長距離市場においては　trunk　航空会社の潜在的参入がこれらの

市場をコンテスタブルにしているとみなされる.

しかしながら,ここで導かれた結論は次のように限定されたものである.
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すなわち,航空市場一般が完全にコンテスタブルであるというわけではな

い.コンテスタブルであると兄い出されたのは長距離であり,かつ,乗客

の少ない市場に関してである. trunk航空会社はかなりの能力をもって長

距離Iocal航空市場-容易に参入することが出来るが,他方, local航空

会社及びコミューター航空会社は　trunk　航空市場に潜在的脅威を与える

のに必要とされる能力,すなわちワイド・ボディ機種を用意することが出

来ない.よって,潜在的競争はIocal　航空会社に対するほどには　trunk

航空会社に対して効果をもってはいない.

Ill Graham, Kaplan, and Sibley (1983)の研究

航空市場はコンテスタブル市場仮説に都合の好い特徴を有しているであ

ろうか.コンテスタビリティ理論では,第1に,需要の側面に関して,製

品差別化は存在せず消費者は供給者間を敏速にくら替えする意志と能力を

有していると仮定されている.しかしながら,既存航空会社のスケジュー

ルとサービスの質に対する信頼性,及びネットワーク路線構造に関する

trunk航空会社と新規参入航空会社との間に存在する実質的な質的差異に

よって,乗客は既存航空会社による飛行に対して選好を示している.この

ことは第2の仮定であるゼロ・サンク・コスト,すなわち,すべての生産

要素は市場間に移動性があるという仮定ともかかわってくる.航空機が高

い移動性を有すること,及びほとんどの空港では必須のチケット・カウン

ターやゲート・スペースが賃借契約によって航空会社に容易に入手可能で

あることから,航空市場においては参入のサンク・コストは低く,ゼロ・

サンク・コストの仮定に近似するとされている.しかしながら,新たに参

入した航空会社が前述の乗客の選好を打ち破り多数の乗客の問に評判を確

立するためにはかなりの時間と資金をかけた広告が必要であり,この費用

は市場への参入と結びついたサンク・コストになり,市場をコンテスタブ

ルな状態から遠ざけることになる.また,既存航空会社は新規参入に反応

して敏速に運賃を変化させはしないという第3の仮定は,参入を意図して

いる航空会社の期待するように満たされるであろうか.既存航空会社の運
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賃硬直性は規制緩和後の航空市場では特徴的なものではない.多くの場合,

既存航空会社は新しい競争航空会社の低運賃に対抗するように直ちに反応

する.

コンテスタブル市場仮説の検定は航空市場における均衡平均運賃モデル

によって行なわれている.

(ステップ1)

まずはじめに,ある特定水準のサービスを提供する際の長期限界費用を

決定する方程式を次のように定める.

LRMC-C(DIST, PAX, LF, NYC, CHI, WASH, NEWC).

ここで　DIST　は市場の距離のことであり,都市間のノン・ストップ距

離を表わしている. PAX　は市場の密度のことであり,乗客数から成って

いる　NYC, CHI, WASHは一群のダミー変数であり,市場がslot制約

下の空港に乗り入れているかどうか(着陸権の希少価値の有無)を表わし

ている. FAA (Federal Aviation Administration)はシカゴのO'Hare,ワ

シントンのNational,そしてニューヨークのKennedyとLa Guardiaの

各空港において発着制限をしており,ある航空市場を運行する機会費用は

その航空市場がFAAがアクセスを制約している4つの空港の1つを含ん

でいるかどうかに依存している.なぜなら, slot制約下の空港を含むある

航空市場を運行することは必然的にその空港を含む他の利益のあがる航空

市場を運行することを止めることを意味するからである.また, NEWC

は新たに免許を与えられた航空会社が市場に運行しているかどうかを示す

ダミー変数である.一般に新規参入航空会社は以前に免許を与えられた航

空会社よりも低費用である.

(ステップ2)

LRMC方程式の中のLFはロード・ファクター(load factor)を表わし

ている.需要量は運賃とサービスの質とに依存しており,サービスの質は

このモデルの中ではロード・ファクターと飛行頻度とに依存している.

サービスの質に対する需要は希望到着時問と実際の到着時間との差を最小

にしようという乗客の欲求から生じており,その欲求は乗客のtime sen-



-135-

sitivityと関連している. time sensitivityを直接計測することは出来ない

ので2つの代理変数を用いる.第1に, time sensitivity　は所得と共に増

加するから(賃金率は消費者の時間の限界評価を反映している),所得変

数INC　を導入する.これは航空市場で結ばれている2つの都市の1人当

り所得の積でつくられる.第2に観光客市場を表わすダミー変数　TOUR

を導入する.これは,休暇で旅行する乗客は他の目的で旅行する乗客より

も　time sensitive　ではないという仮定に基づいている.以上から,サー

ビスの質について誘導形で表現することが出来る.

S-S(TOUR, INC,他の外生諸変数).

(ステップ3)

マーク・アップ率を決定する方程式を次のように定める.

MARKUP-M(HERF, DIST, TOUR).

(》　HERFはノ、-フィンダール指数を表わしている. LRMC以上に

運賃を引き上げる既存航空会社の能力は既存航空会社が直面している需

要の価格弾力性の関数である.もし参入障壁が存在し,かつ,市場が高

度に集中的であるならば需要の価格弾力性は小さい.これに対して,も

し参入障壁が存在せず参入が敏速かつ安価に為しとげられ得るならば,

市場の集中度に関係なく,既存航空会社の直面する需要の価格弾力性は

非常に大きい.よって,参入障壁の存在は,既存航空会社の直面する需

要の価格弾力性が市場集中度の上昇に伴って小さくなることを意味して

いる・ゆえに,もしなんらかの参入障壁が存在するならば,蕊,0

であるはずである.

②　近距離市場では地上系の輸送手段との競合が考えられるため,

DISTが導入されている.

③　観光客は航空運賃が上昇すると他の旅行手段を利用したり,ある

いは目的地を変更したりするから,ビジネス市場に比べて観光客市場で

は既存航空会社の直面する需要の価格弾力性は大きいはずである.よっ

て,この要因を考慮するためダミー変数TOURが導入されている.

(ステップ4)
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以上から均衡市場運賃を決定する方程式を定めることが出来る.

P=LRMC * MARKUP

-P(DIST, PAX, HERF, NYC, CHI, WASH, TOUR, INC,

NEWC).

これより品の大きさを推定し,有意にゼロよりも大きいかどうかを

検定すればよい.

回帰分析の結果は表2に示されている.なお,表の中では　HERF　は

H, PAXはQで表わされている.回帰は2つの場合に分けて行なわれて

いる.

(ケース1)

ノ、-フィンダール指数と誤差項とが無相関であると仮定する場合.すな

わち, HおよびH2が外生変数として扱われ, PAXが内生変数として扱

われる場合((12), (14), (15), (17)), H　の係数は正, H2　の係数は負

となり,いずれも有意である.

(ケース2)

ノ、-フィンダール指数と誤差項との間に相関が存在すると仮定する場

合.すなわち,H　およびH2　が内生変数として扱われる場合((13),(16)),

推定値の符号は変化し,有意ではなくなる.

この2つのケースのうちいずれを採用すべきかについて　Specification

testsが行なわれており, Hは運賃方程式の誤差項と有意に相関してはお

らず,外生変数として扱う特定化が妥当であるとされている.

ハーフインダール指数が外生変数として扱われるのが妥当である理由と

しては次のようなことが考えられる. 1つは, CAB　の規制が航空会社の

距線ネットワークの輪郭を決定しており,規制緩和後の変化がこの影響を

取り去るには充分な時間が経過してはいないと考えられる.また,別の見

解としては,航空会社は全体のネットワークに適合するように市場を選択

しており都市間航空市場の集中度は市場自身のネットワーク上の特徴によ

って主として決定されると考えられる.すなわち,いくつかの航空会社の

ネットワークに適合する市場はより少ない航空会社のネットワークに適合
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FARES AND MARKET CONCENTRATEぐ

HERFINDAHL INDEX

図1

(出所) Graham, Kaplan, and Sibley (1983), p. 135, FIGURE 2.

する市場よりも低い集中度になるであろう.このことは都市間航空市場集

中度よりもネットワークを内生変数と考えるべきことを示唆している.

ここまでの結果は図1にまとめられている.運賃とノ、-フィンダール指

数との関係は増加かつ凹になっている.このことは相対的に集中度の低い

市場では市場集中度は運賃に対して正の効果をもつが,ノ、-フィンダール

指数が0.5あるいはそれ以上の市場では集中度のそれ以上の上昇は運賃に

対してそれほど大きな増加効果はもたないことを示している.

コンテスタブル市場仮説によれば高度に集中的な市場においてさえも潜

在的競争が費用水準まで運賃を引き下げるはずであり,運賃と市場の集中

度は独立でなければならず,運賃は費用を決定する変数にのみ依存するは

ずである.よって,ハーフインダール指数が運賃に対して正の有意な効果

をもつという結果はコンテスタブル市場仮説と整合的ではない.このこと

は,集中化している市場で運賃を引き上げようとするどのような意図をも

除去するほどには潜在的競争が強くないことを示している.

N Bailey, Graham, and Kaplan (1985)の研究

ここでは市場一費用モデルによって仮説の検定が行なわれている.
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(ステップり

C　をある航空市場で1人の乗客を運ぶのにかかる平均費用とし,費用

方程式を次のように定める.

C-C(DIST, PAX, TS, NEWC, CHI, NYC, WASH).

TSはtime sensitivityのことである.提供するサービスの質が向上す

るにつれて費用は増加する.均衡ではサービスの質は乗客の　time sen-

sitivity　と関連していると仮定する.先の論文と同様, INC　とTOURの

2つの代理変数で表現する.

(ステップ2)

P　を1マイル当りの平均収入とする.また, M　をマークアップとし市

場の競争的構造の関数とする.費用以上に運賃を設定する航空会社の能力

は,ノ、-フィンダール指数で計測された市場集中度の関数と仮定されてい

る.すなわち,集中度が高くなるほど費用に比べて運賃は高くなると仮定

されている.よって,運賃方程式は次のようになる.

P-M (STRUCTURE) *C.

(ステップ3)

市場での乗客数は明らかに運賃水準に依存している.それゆえ,運賃方

程式の推定に際しては内生変数として扱われるのが適当である.よって,

需要方程式は次のようになる.

PAX-F(P, DIST, INC, POP, TS).

POP　は航空市場の規模を反映するものであり,航空市場が結んでいる

両都市の人口の積から成っている.

また,先の論文と同様にSpecification testを行ない,ノ、-フィンダー

ル指数と運賃方程式の誤差項が無相関ということからノ、-フィンダール指

数は外生変数として扱われるが,その理由として先の論文であげられたも

のの他にもう1つの見解がここでは述べられている.それは市場構造は技

術と輸送量とによってはユニークに決定されないかもしれないという問題

である.すなわち,もし平均費用が広い範関にわたって水平であるならば

企業規模としては広い範囲が可能であり,それゆえ多様な市場構造が可能
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である.よって,観察される市場構造は既存企業の相対的規模を決定する

ランダム・ショックの歴史を反映していることになる.この場合,観察さ

れる市場構造は観察されない外生諸変数の関数となる.

以上,運賃方程式と需要方程式という2つの方程式に基づいてモデルは

構成され,都市間航空市場の大きなクロス・セクション・サンプルについ

て推定されている.回帰の結果は麦3の(2)式に示されている.ノ、-フィ

ンダール指数の係数は正であり,高度に有意である.よって,より集中度

の高い市場にいる航空会社はより集中度の低い市場にいる航空会社よりも

いくらか高い運賃を設定する能力をもち,市場は完全にはコンテスタブル

ではない.

V Call and Keeler (1985)の研究

航空市場がコンテスタブルならば規制緩和後は普遍的に存在する参入の

脅威のみが問題であり,航空会社の現実の参入は運賃水準に影響を与えな

いはずである.ところが, Graham, Kaplan, and Sibley (1983)の研究に

おいても,また, Bailey, Graham, and Kaplan (1985)の研究においても,

ダミー変数NEWCは有意な負の係数を示しており,このことは新たに免

許を与えられた航空会社の参入が現実に生じた市場では運賃のかなりの引

き下げが行なわれていることを意味している.新たに免許を与えられた航

空会社は既存航空会社よりも低い費用構造をもっているから,既存航空会

社が費用を償うよりも低い運賃水準を設定して利益をあげることが出来

るー　よって,既存航空会社は現実の参入が生じてはじめて対抗的な運賃切

り下げを行ない,それ以前に参入を阻止すべく運賃を引き下げることはな

い.こうした既存航空会社の行動は新たに免許を与えられた航空会社を急

激に既存航空会社の市場を脅すことが出来る競争者とは見なしていないと

いうことを示している.実際,新しい航空会社は急速に成長してはいるも

のの,航空産業の能力の相対的に小さな割合を占めているにすぎない.そ

れゆえ,新たに免許を与えられた航空会社は既存航空会社の多くの市場に

効果的な参入の脅威を与える地位にはいないのである.
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しかしながら, Bailey, Graham, and Kaplan (1985)は新たに免許を与

えられた航空会社の現実の参入が運賃に対して有意な負の効果をもたらし

ていることは,競争関係にある既存航空会社間のコンテスタビリティが既

存航空会社の費用水準まで運賃を引き下げているという可能性を排除して

いないと主張している.すなわち,航空産業は規制下で高費用構造となっ

た既存航空会社の層と低費用の新規参入航空会社の層との2層の費用構造

から成り立っており,既存航空会社は高費用既存航空会社のみが競争し参

入の脅威を与えているならば維持可能な費用に基づいた運賃体系を実行し

ようとしているかもしれないというのである.高費用既存航空会社は低費

用新規参入航空会社による参入が現実に生じた時には運賃水準を維持する

ことが出来ないから運賃の切り下げを行なうものの,高費用既存航空会社

だけが存在する市場で独占利潤を得ていないかもしれない.

この可能性に対してCall and Keeler (1985)は次のような検定方法を提

案している.すなわち, trunk航空会社の新しい市場-の参入を反映した

ダミー変数　TR　を運賃方程式に導入してコンテスタブル市場仮説の検定

を行うというものである. TR　は既存航空会社(trunk　航空会社及び

Iocal航空会社)による市場-の参入が規制緩和後に生ずれば1の値,也

の場合は0の値をとる.もしコンテスタブル市場仮説が正しいならば,氏

存航空会社とほぼ同一の費用構造及びサービスの特徴を有し,かつ新しい

市場へ敏速に参入していくのに充分な能力をもつ　trunk　航空会社の参入

はtrunk航空運賃に対してなんら影響を与えないはずである.このダミー

変数が有意な負の係数をもつとすれば,すなわち, trunk航空会社が現実

に参入している航空市場において　trunk　航空運賃がより低ければ,コン

テスタブル市場仮説とは整合的ではない.

以上の議論から次の方程式を推定する.
FARE

SIFL -Al +A2HERF+A3DIST+A4ED +A5WB%

+ A6TR + A7NTR + A8SLOT.

FARE　をSIFLで割っているのは,費用変化の効果を修正するだけで

なく,規制下であったならば生じたであろう運賃水準と比較するという意
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味ももっている.

これまでの研究はFAREの計測にあたってはYIELDを使用している

が, Call and Keeler (1985)はコンテスタブル市場仮説以外の仮説につい

ても検定しようとしているため, COACH (主要なtrunk航空会社によっ

て使われている最も高い標準的coach運賃), MAJOR (trunk航空会社

から入手可能な最も安い制限の付かない運賃), CHEAP (入手先がどの

ような航空会社であれ,最も安い制限の付かない運賃)も含め,これら4

つの異なる測り方それぞれについて回帰分析を行なっている.

EDは都市間航空市場の需要の弾力性である.これは2つのからみ合っ

た効果を示している.第1に,他のすべての条件を同一として,もし弾力

性が小さくなるにつれて運賃が上昇するならば航空会社が市場支配力を利

用して運賃設定していることを意味し,市場はコンテスタブルではないこ

とになる.第2に,小さい需要の弾力性は低い運賃よりも高いサービスの

質を求める乗客の側の選好を示しているのかもしれない.この解釈の下で

は需要の弾力性が小さい市場で課される高い運賃は競争的市場行動と整合

性をもつ.

WB%は全航空機のうちワイドボディ機の占める割合を表わしている.

これは規制下のサービス競争の結果としてもたらされたワイドボディ機の

超過保有によってワイドボディ機に適合的な市場では運賃戦争が生じやす

いであろうという仮説に基づいている.

ダミー変数NTR　は先のダミー変数NEWC　に照応している.また,

SLOTは　CHI,NYC,WASHを1つのダミー変数としたものである.

Bailey, Graham, and Kaplan (1985)の運賃方程式との重要な相異は

PAX　を含んでいないことである.これは,この変数を方程式の中に含め

るよりも,サンプル・セレクションによって89の乗客の多い市場にサンプ

ルを絞り込んだことによっている.この結果,内生変数は唯一つとなり,

OLS　を使うことが出来る.

回帰の結果は表4に示されている.ハーフインダール指数の係数は正の

値を示し, MAJOR　の場合を除いては有意になっている.この結果はコ
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表4　Regression results

Dependent variable and coefficient3
Independent variable

COACH MAJ OR CH EAP YI ELD

R squared

Constant

Distance (thousands miles)

Herfmdahl

Trunk entry

Nontrunk entry

Demand elasticity

Slot restriction

Widebody percentage (WB%)

.441　　　.459

1. 1981　　　.9802

(.0403)　(. 1196)

-. 0005　　　-. 3370

(. 0231　　(. 6866)

. 1241　　　. 2052

(.0615　　(. 1826)

.0087　　　-. 2271

(.0185　　　(.0549)

.0159　　　-. 1761

(. 0190　　　. 0564)

-.2776　　　-.3231

(.0437　　(. 1299

.0199　　　　.0462

(. 0200　　(. 0593

. 1980　　　. 1980

(. 1507)　(. 1506)

.435　　　　.607

. 7574　　　. 9271

(. 1222)　(.0561)

-.1142　　　-.1355

(. 0716)　(. 0322)

.4992　　　. 1417

(. 1866　　(. 0857

-. 1472　　　-.0750

(. 0561　　(. 0258

-.3150　　　-.0056

(. 0577)　(. 0265)

-.3147　　　-.1512

(. 1327　　(. 0609

. 0378　　　. 0723

(. 0606　　(. 0278)

.4833　　　. 1072

(. 1540)　(. 0707)

a Standard e汀ors are in parentheses.

(出所) Call and Keeler (1985), p. 241, Table 9.3

ンテスタブル市場仮説に反している.さらに, trunk航空会社の新しい航

空市場-の現実の参入はMAJORとYIELD　を有意に引き下げており,

コンテスタブル市場仮説に反する補強証拠となっている.

Ⅵ　ま　　と　　め

これまで見てきたように,コンテスタブル市場仮説がアメリカ航空産業

に一般的に当てはまっているという証拠は兄い出されていない.これに対

して,コンテスタビリティは長期概念であるから,規制撤廃後の均衡-向

かいつつある過渡期のデータを用いてコンテスタブル市場仮説の検定を行

なうのは適当ではないという反論がある. (Call and Keeler (1985)は,

過渡期についてはむしろ　Schmalensee-Fudenberg-Tirole　による"fat
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cat"modelが説明力をもっていることを明らかにしている.)しかしなが

ら, trunk航空会社の参入を示すダミー変数から得られた結果は,果たし

て長期において航空産業にコンテスタブル市場仮説が当てはまり得るのか

疑念を抱かせるのである.
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